
家庭的保育事業等（小規模保育事業）の認可等について 

 

１ 小規模保育事業の認可及び特定地域型保育事業における碧南市子ども・子育て会議の位

置づけ 

 

➡児童の保護者その他児童福祉に係る当事者の意見を聴く場として、子ども子育て会議に

おいて、意見を聴取する。 

 

２ 施設・事業の概要 

施設・事業分類 家庭的保育事業等 施設・事業種類 小規模保育事業Ａ型 

設置主体 社会福祉法人一雅会 運営主体 設置主体と同じ 

施設・事業所名 碧のこうさぎ保育園 所在地 碧南市向陽町地内 

事業開始予定日 令和７年４月１日 連携施設 碧のうさぎ保育園 
 

認可定員 ２歳未満児 うち０歳児 うち１歳児 ２歳以上児 計 

１２人 ６人 ６人 ７人 １９人 
 

利用定員 ３号認定 うち０歳児 うち１歳児 うち２歳児 計 

１９人 ６人 ６人 ７人 １９人 

 

３ 児童福祉法の審査基準の要件に関する状況 

経済的基礎の状況（社会福祉法人及び学校法人は除く） 非・有・無 

社会的信望を有する状況（社会福祉法人及び学校法人は除く） 非・有・無 

社会福祉事業に関する知識等の状況（社会福祉法人及び学校法人は除く） 非・有・無 

欠格事項に関する状況 

(1) 禁錮または罰金等の刑に処せられ、その執行を受けることがなくなる

までの者 

(2) 認可の取消し処分を受け、取消しの日から５年を経過しない者 

有 ・ 無 

 

児童福祉法第 34条の 15第２項 国、都道府県及び市町村以外の者は、内閣府令の定めるところに

より、市町村長の認可を得て、家庭的保育事業等を行うことができる。 

第４項 市町村長は、第二項の認可をしようとするときは、あらかじめ、市町村児童福祉審議会を

設置している場合にあつてはその意見を、その他の場合にあつては児童の保護者その他児童福祉に

係る当事者の意見を聴かなければならない。 

子ども・子育て支援法第 43条第２項 市町村長は、(略)特定地域型保育事業の利用定員を定めよう

とするときは、第七十二条第一項の審議会その他の合議制の機関を設置している場合にあってはそ

の意見を、その他の場合にあっては子どもの保護者その他子ども・子育て支援に係る当事者の意見

を聴かなければならない。 

資料３ 



４ 施設・設備等の状況 

設置基準（碧南市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める

条例） 
状況 

乳児室・ほふく室 ３．３㎡×０歳児（ ６ ）人＝19.8㎡ 

３．３㎡×１歳児（ ６ ）人＝19.8㎡ 

            計 39.6㎡ 

57.56㎡ 

保育室・遊戯室 １．９８㎡×２歳児（ ７ ）人＝13.86㎡ 23.47㎡ 

屋外遊技場（※１） ３．３㎡×２歳児（ ７ ）人＝23.1㎡ 栄公園 

調理室・調理設備（※２） 有 ・ 無 

便所 有 ・ 無 

※１ 屋外遊技場（事業所の付近にある屋外遊技場に代わるべき場所を含む） 

事業所から当該公園まで 420ｍであり、安全対策としてお散歩カーにて移動を行う。 

※２ 給食を碧のうさぎ保育園から外部搬入するため、調理室は不要であり、調理設備（電

子レンジ・冷蔵庫等）のみ設置が必要となる。 

 

５ 職員配置の状況 

配置基準 配置数 備考 

管理者 １人 １人 資格有、専任 

保
育
士
全
体 

認
可
基
準 

年
齢
別 

０歳児    ６人÷３＝ ２．０人  端数処理について

は、年齢区分ごとに

小数点第１位まで

計算し（第２位以下

切り捨て）、合計を

四捨五入する。 

１・２歳児 １３人÷６＝ ２．１人  

小計           ４．１人  

年齢別配置基準加算分      １．０人  

合計              ５．０人 ６人 

確
認
基
準 

非常勤保育士の保育士配置    １人以上 
有・無 

５人 

調
理
員 

認
可
基
準 

１人（連携施設等から外部搬入する場合は配置

不要） 
１人 

非常勤 

嘱託医・嘱託歯科医 
 市を通して碧南市

医師会へ依頼する。 

 


